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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤ内面に熱可塑性樹脂又は熱可塑性樹脂とエラストマーとをブレンドした熱可塑性
樹脂エラストマー組成物からなる熱可塑性樹脂フィルムをタイヤ周方向に延長するように
内貼りすると共に、その周方向両端部をオーバーラップスプライスしてインナーライナー
層を形成した空気入りタイヤにおいて、
　前記インナーライナー層のスプライス部のタイヤ径方向内側を補助ゴムシートで覆うと
共に、その補助ゴムシートを、ブタジエンゴム４０～９０重量％とジエン系ゴム１０～６
０重量％からなるゴム成分を含むゴム組成物で構成した空気入りタイヤ。
【請求項２】
　前記ジエン系ゴムが天然ゴムである請求項１に記載の空気入りタイヤ。
【請求項３】
　前記インナーライナー層を、前記熱可塑性樹脂フィルムの外側にタイゴム層を積層した
構成にした請求項１又は２に記載の空気入りタイヤ。
【請求項４】
　前記インナーライナー層を、前記熱可塑性樹脂フィルムの内側に保護ゴム層を積層した
構成にした請求項３に記載の空気入りタイヤ。
【請求項５】
　前記補助ゴムシートの厚さが、０．２～１．０ｍｍである請求項１～４のいずれかに記
載の空気入りタイヤ。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気入りタイヤに関し、更に詳しくは、タイヤ内面に熱可塑性樹脂を主成分
とする熱可塑性樹脂フィルムをタイヤ周方向に内貼りして両端部をスプライスしたインナ
ーライナー層を有するタイヤにおいて、そのインナーライナー層のスプライス部の低温時
の耐久性を向上するようにした空気入りタイヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、チューブレスの空気入りタイヤは、タイヤ内面の空気透過防止用のインナーラ
イナーがブチル系ゴムで形成されているが、ブチル系ゴムは比重が大きいためタイヤ軽量
化の手法の一つとして、このインナーライナーに熱可塑性樹脂又は熱可塑性樹脂エラスト
マー組成物からなる熱可塑性樹脂フィルムが使用されるようにしたものがある。しかしな
がら、そのインナーライナー層の形態として円筒状の熱可塑性フィルムを使用するのでは
なく、帯状の熱可塑性樹脂フィルムをタイヤ周方向に内貼りし、その両端部をオーバーラ
ップスプライスして形成したものでは、熱可塑性樹脂フィルムの接着力が低いために、ス
プライス部が目開きを起こしやすいという問題があった。
【０００３】
　この対策として、特許文献１や２は、熱可塑性樹脂フィルムのスプライス部の両端部間
に、粘接着剤やタック部材を介在させる方法を提案している。しかし、これらの方法では
、熱可塑性樹脂フィルムのスプライス部の接着性は向上するが、雪氷路などを低温条件下
にタイヤが走行した場合は、このスプライス部からクラックが発生するということがあり
、低温時の耐久性に劣るという問題があった。
【特許文献１】国際公開第９６／３４７３６号パンフレット
【特許文献２】特開２００７－２６１１３７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は、熱可塑性樹脂を主成分とする熱可塑性樹脂フィルムのタイヤ周方向の
両端部をオーバーラップスプライスさせるようにインナーライナー層を形成した空気入り
タイヤにおいて、そのスプライス部の低温時の耐久性を向上するようにした空気入りタイ
ヤを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成する本発明の空気入りタイヤは、タイヤ内面に熱可塑性樹脂又は熱可塑
性樹脂とエラストマーとをブレンドした熱可塑性樹脂エラストマー組成物からなる熱可塑
性樹脂フィルムをタイヤ周方向に延長するように内貼りすると共に、その周方向両端部を
オーバーラップスプライスしてインナーライナー層を形成した空気入りタイヤにおいて、
前記インナーライナー層のスプライス部のタイヤ径方向内側を補助ゴムシートで覆うと共
に、その補助ゴムシートを、ブタジエンゴム４０～９０重量％とジエン系ゴム１０～６０
重量％からなるゴム成分を含むゴム組成物で構成したことを特徴とする。
【０００６】
　上記構成において、前記ジエン系ゴムとしては、天然ゴムが好ましい。また、インナー
ライナー層は、熱可塑性樹脂フィルムの外側にタイゴム層を積層した構成及び／又は熱可
塑性樹脂フィルムの内側に保護ゴム層を積層した構成にしたものがよい。補助ゴムシート
の厚さとしては、０．２～１．０ｍｍにするとよい。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の空気入りタイヤによれば、熱可塑性樹脂フィルムからなるインナーライナー層
のタイヤ周方向の両端部をオーバーラップスプライスした構成において、そのスプライス
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部のタイヤ径方向内側を補助ゴムシートで覆い、この補助ゴムシートをブタジエンゴム４
０～９０重量％とジエン系ゴム１０～６０重量％からなるゴム成分を含むゴム組成物で構
成するようにしたので、インナーライナー層のスプライス部の接着性を向上するばかりで
なく、低温条件下においてもスプライス部の可撓性を高く維持するためクラックの発生を
防止し、低温時耐久性を向上することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　図１は、本発明の空気入りタイヤの実施形態の一例を示すタイヤ子午線方向の断面図で
ある。
【０００９】
　図１において、１はトレッド部、２はサイドウォール部、３はビード部である。ビード
部３に埋設された左右一対のビードコア４間にカーカス層５が装架され、その両端部がそ
れぞれビードコア４の廻りにタイヤ内側から外側に折り返されている。トレッド部１にお
いては、カーカス層５の外側に、上下一対のベルト層１２がタイヤ１周にわたって配置さ
れている。空気入りタイヤの最内側には、インナーライナー層６が内貼りされ、タイヤ周
方向に延長しその両端部をオーバーラップスプライスしている。このインナーライナー層
６は、熱可塑性樹脂フィルム７とタイゴム層８とから構成されている。タイゴム層８は、
カーカス層５と熱可塑性樹脂フィルム７の間の接着層として配置されている。
【００１０】
　図２（Ａ）（Ｂ）は、インナーライナー層の周方向のスプライス部における、図１のＸ
－Ｘ矢視に相当する断面の拡大図であり、（Ａ）は加硫前の説明図、（Ｂ）は加硫後の説
明図である。
【００１１】
　図２（Ａ）に示すように、加硫前の未加硫タイヤにおいては、インナーライナー層６は
、熱可塑性樹脂フィルム７の外側にタイゴム層８を積層して構成され、このインナーライ
ナー層６のタイヤ周方向の両端部が、オーバーラップスプライスされている。このスプラ
イス部１０をタイヤ径方向内側から、熱可塑性樹脂フィルム７の両端部に跨るように補助
ゴムシート１１が被覆している。この補助ゴムシート１１は、ブタジエンゴム４０～９０
重量％とジエン系ゴム１０～６０重量％からなるゴム成分を含むゴム組成物から構成され
ている。
【００１２】
　このようにスプライス部１０を補助ゴムシート１１で覆った未加硫タイヤを加硫すると
、図２（Ｂ）に示すように、スプライス部と補助ゴムシートとが一体化する。補助ゴムシ
ート１１は、スプライス部１０の目開きを防ぐように接着性を向上するだけでなく、ブタ
ジエンゴムを含むジエン系ゴムからなるゴム成分で構成されているため、雪氷路を走行す
るときのような低温条件下でもスプライス部の可撓性を高く維持するため、クラックの発
生を防止し、タイヤ耐久性を向上することができる。
【００１３】
　補助ゴムシート１１は、上述のように、スプライス部１０のタイヤ径方向の内側面を覆
うように配置することが重要であり、スプライス部１０の合わせ面の間に介在させたので
はクラックの発生を抑制する効果が低下する。これは熱可塑性樹脂フィルム７はゴムと比
べて剛性が高いため、スプライス部１０におけるタイヤ径方向外側に位置する熱可塑性樹
脂フィルムの端部がタイヤ走行時に補助ゴムシート１１に応力集中を与え、クラックを発
生させるようになるからである。
【００１４】
　補助ゴムシートの厚さは、特に制限されるものではないが、好ましくは０．２～１．０
ｍｍにするとよい。補助ゴムシートの厚さが０．２ｍｍ未満であると、未加硫タイヤを成
形するときの作業性が悪化すると共に、スプライス部の接着性を確保しながら低温時のク
ラック発生を防止する効果が十分に得られない。また、補助ゴムシートの厚さが１．０ｍ
ｍを超えると、タイヤユニフォミティが低下する。
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【００１５】
　図３（Ａ）（Ｂ）は、本発明の空気入りタイヤの他の実施形態を示すインナーライナー
層のスプライス部における図１のＸ－Ｘ矢視に相当する断面の拡大図であり、（Ａ）は加
硫前の説明図、（Ｂ）は加硫後の説明図である。
【００１６】
　この実施形態では、インナーライナー層６は、熱可塑性樹脂フィルム７の外側にタイゴ
ム層８が積層し、内側に保護ゴム層９が積層して構成されている。このインナーライナー
層６は、タイヤ周方向の両端部がオーバーラップスプライスされ、そのスプライス部１０
を補助ゴムシート１１がタイヤ径方向内側から覆うように配置されている。このように熱
可塑性樹脂フィルム７の内側に保護ゴム層９を積層することにより、補助ゴムシート１１
と保護ゴム層９の親和性が高くなるためスプライス部の接着性を一層高くすると共に、低
温時の可撓性をより高くしてクラックの発生を防止しタイヤ耐久性を向上することができ
る。また、熱可塑性樹脂フィルム７の内側に保護ゴム層９を積層することにより、タイヤ
製造時及びリム組み時における熱可塑性樹脂フィルムの傷付きを防止する。
【００１７】
　本発明において、補助ゴムシートを構成するゴム組成物は、そのゴム成分がブタジエン
ゴム４０～９０重量％とジエン系ゴム１０～６０重量％からなるため、インナーライナー
層のスプライス部の接着性と低温時可撓性とを両立することができる。ブタジエンゴムの
配合量は４０～９０重量％であり、好ましくは４０～８０重量％である。ブタジエンゴム
が４０重量％未満であると、低温時の可撓性が不十分になり、低温走行時のクラックの発
生を防止することができない。また、ブタジエンゴムが９０重量％を超えると、補助ゴム
シートの成形性が困難になり、ゴムシートの表面を平滑にすることができず、インナーラ
イナー層のスプライス部への貼り合わせが困難になる。
【００１８】
　補助ゴムシートのゴム成分を構成するジエン系ゴムとしては、ブタジエンゴムを除くタ
イヤ用ゴム組成物に使用できるものであれば特に制限されるものではないが、例えば、天
然ゴム、イソプレンゴム、スチレン－ブタジエンゴム、アクリロニトリル－ブタジエンゴ
ム、ブチルゴム等を例示することができる。好ましくは天然ゴム、スチレン－ブタジエン
ゴムであり、とりわけ天然ゴムが好ましく、補助ゴムシートに粘着性を付与することがで
きる。これらジエン系ゴムは、単独又は任意のブレンドとして使用することができる。ブ
タジエンゴムを除くジエン系ゴムの配合量は１０～６０重量％であり、好ましくは２０～
５０重量％である。ジエン系ゴムが１０重量％未満であると、補助ゴムシートの成形性が
困難になり、ゴムシートの表面を平滑にすることができず、インナーライナー層のスプラ
イス部への貼り合わせが困難になる。また、ジエン系ゴムが６０重量％を超えると、低温
時の可撓性が不十分になり、低温走行時のクラックの発生を防止することができない。
【００１９】
　補助ゴムシートを構成するゴム組成物には、タイヤ用ゴム組成物に通常使用される配合
剤を必要に応じて配合することができる。配合剤としては、例えば、補強充填剤、加硫剤
、加硫促進剤、老化防止剤、活性剤、可塑剤、滑剤等が挙げられ、本発明の目的に反しな
い限り、それぞれ従来の一般的な配合量とすることができる。
【００２０】
　本発明で使用するタイゴム層及び保護ゴム層を構成するゴム組成物には、タイヤ用ゴム
組成物に通常使用されるゴム組成物を使用することができる。ゴム成分としては、好まし
くは、天然ゴム、スチレン－ブタジエンゴム、ブタジエンゴム等がよい。また、補助ゴム
シートの組成物と同様に、一般的な配合剤を必要に応じて配合することができる。
【００２１】
　熱可塑性樹脂フィルムを形成する熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリアミド系樹脂〔
例えば、ナイロン６（Ｎ６）、ナイロン６６（Ｎ６６）、ナイロン４６（Ｎ４６）、ナイ
ロン１１（Ｎ１１）、ナイロン１２（Ｎ１２）、ナイロン６１０（Ｎ６１０）、ナイロン
６１２（Ｎ６１２）、ナイロン６／６６共重合体（Ｎ６／６６）、ナイロン６／６６／６
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１０共重合体（Ｎ６／６６／６１０）、ナイロンＭＸＤ６（ＭＸＤ６）、ナイロン６Ｔ、
ナイロン６／６Ｔ共重合体、ナイロン６６／ＰＰ共重合体、ナイロン６６／ＰＰＳ共重合
体〕及びそれらのＮ－アルコキシアルキル化物、例えば、ナイロン６のメトキシメチル化
物、ナイロン６／６１０共重合体のメトキシメチル化物、ナイロン６１２のメトキシメチ
ル化物、ポリエステル系樹脂〔例えば、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリエ
チレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンイソフタレート（ＰＥＩ）、ＰＥＴ／Ｐ
ＥＩ共重合体、ポリアリレート（ＰＡＲ）、ポリブチレンナフタレート（ＰＢＮ）、液晶
ポリエステル、ポリオキシアルキレンジイミドジ酸／ポリブチレンテレフタレート共重合
体などの芳香族ポリエステル〕、ポリニトリル系樹脂〔例えば、ポリアクリロニトリル（
ＰＡＮ）、ポリメタクリロニトリル、アクリロニトリル／スチレン共重合体（ＡＳ）、（
メタ）アクリロニトリル／スチレン共重合体、（メタ）アクリロニトリル／スチレン／ブ
タジエン共重合体〕、ポリメタクリレート系樹脂〔例えば、ポリメタクリル酸メチル（Ｐ
ＭＭＡ）、ポリメタクリル酸エチル〕、ポリビニル系樹脂〔例えば、酢酸ビニル、ポリビ
ニルアルコール（ＰＶＡ）、ビニルアルコール／エチレン共重合体（ＥＶＯＨ）、ポリ塩
化ビニリデン（ＰＤＶＣ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、塩化ビニル／塩化ビニリデン共
重合体、塩化ビニリデン／メチルアクリレート共重合体、塩化ビニリデン／アクリロニト
リル共重合体（ＥＴＦＥ）〕、セルロース系樹脂〔例えば、酢酸セルロース、酢酸酪酸セ
ルロース〕、フッ素系樹脂〔例えば、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、ポリフッ化ビ
ニル（ＰＶＦ）、ポリクロルフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、テトラフロロエチレン／
エチレン共重合体〕、イミド系樹脂〔例えば、芳香族ポリイミド（ＰＩ）〕等を好ましく
用いることができる。
【００２２】
　また、本発明で使用する熱可塑性樹脂フィルムを形成する熱可塑性エラストマー組成物
は、上述した熱可塑性樹脂とエラストマーとをブレンドして構成することができる。
【００２３】
　熱可塑性エラストマー組成物を構成するエラストマーとしては、例えば、ジエン系ゴム
及びその水添物〔例えば、天然ゴム（ＮＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、エポキシ化天然
ゴム、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ、高シスＢＲ及び低シ
スＢＲ）、ニトリルゴム（ＮＢＲ）、水素化ＮＢＲ、水素化ＳＢＲ〕、オレフィン系ゴム
〔例えば、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ、ＥＰＭ）、マレイン酸変性エチレンプロ
ピレンゴム（Ｍ－ＥＰＭ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、イソブチレンと芳香族ビニル又はジ
エン系モノマー共重合体、アクリルゴム（ＡＣＭ）、アイオノマー〕、含ハロゲンゴム〔
例えば、Ｂｒ－ＩＩＲ、ＣＩ－ＩＩＲ、イソブチレンパラメチルスチレン共重合体の臭素
化物（Ｂｒ－ＩＰＭＳ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、ヒドリンゴム（ＣＨＲ）、クロロ
スルホン化ポリエチレンゴム（ＣＳＭ）、塩素化ポリエチレンゴム（ＣＭ）、マレイン酸
変性塩素化ポリエチレンゴム（Ｍ－ＣＭ）〕、シリコンゴム〔例えば、メチルビニルシリ
コンゴム、ジメチルシリコンゴム、メチルフェニルビニルシリコンゴム〕、含イオウゴム
〔例えば、ポリスルフィドゴム〕、フッ素ゴム〔例えば、ビニリデンフルオライド系ゴム
、含フッ素ビニルエーテル系ゴム、テトラフルオロエチレン－プロピレン系ゴム、含フッ
素シリコン系ゴム、含フッ素ホスファゼン系ゴム〕、熱可塑性エラストマー〔例えば、ス
チレン系エラストマー、オレフィン系エラストマー、エステル系エラストマー、ウレタン
系エラストマー、ボリアミド系エラストマー〕等を好ましく使用することができる。
【００２４】
　熱可塑性エラストマー組成物において、特定の熱可塑性樹脂とエラストマーとの組成比
は、特に限定されるものではなく、フィルムの厚さ、耐空気透過性、柔軟性のバランスで
適宜決めればよいが、好ましい範囲は重量比で１０／９０～９０／１０、より好ましくは
２０／８０～８５／１５である。
【００２５】
　本発明において、熱可塑性エラストマー組成物には、上記必須ポリマー成分に加えて、
第三成分として相溶化剤などの他のポリマーを混合することができる。他のポリマーを混
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合する目的は、熱可塑性樹脂とエラストマーとの相溶性を改良するため、材料の成型加工
性をよくするため、耐熱性向上のため、コストダウンのため等があり、これに用いられる
材料としては、例えば、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリスチレン
（ＰＳ）、ＡＢＳ、ＳＢＳ、ポリカーボネート（ＰＣ）等を例示することができる。
【００２６】
　このようにして得られる熱可塑性エラストマー組成物のフィルムは、熱可塑性樹脂のマ
トリクス中にエラストマーが不連続相として分散した構造のものが好ましい。かかる状態
の分散構造をとることにより、ヤング率を１～５００ＭＰａの範囲に設定し、タイヤ構成
部材として適度な剛性を付与することが可能になる。
【００２７】
　以下、実施例によって本発明をさらに説明するが、本発明の範囲はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【実施例】
【００２８】
　　　補助ゴムシートの成形、評価
　表１に示す配合からなる１０種類のゴム組成物（実施例１～５、比較例１～５）を、そ
れぞれ硫黄及び加硫促進剤を除く配合成分を秤量し、１.７Ｌのバンバリーミキサーで４
分間混練し、温度１６０℃でマスターバッチを放出し室温冷却した。このマスターバッチ
を１.７Ｌのバンバリーミキサーに供し、硫黄及び加硫促進剤を加え混合し、ゴム組成物
を調製した。
【００２９】
　得られたゴム組成物を、それぞれ厚さ０．５ｍｍのゴムシートに成形した。このゴムシ
ートを成形するときの成形加工性及びシート表面の平滑性を以下の基準により３段階で評
価し、その結果を表１に示した。
　　◎：成形加工性が良好でありシート表面が平滑であった。
　　○：成形加工が可能でありシート表面に凹凸が若干あるが実用上問題ないレベル。
　　×：成形加工が困難でありシート成形できないか、シート表面の凹凸が大きかった。
【００３０】
　　　空気入りタイヤの製造、評価
　図１のタイヤ構造でタイヤサイズ１９５／６５Ｒ１５の空気入りタイヤを、熱可塑性樹
脂フィルムとタイゴム層との積層体をインナーライナー層にし、上記により得られたゴム
シートを補助ゴムシートを用いて、図２のように、インナーライナー層のスプライス部を
内側から覆うように構成した９種類の空気入りタイヤ（実施例１～５、比較例１，３～５
）を製造した。なお、比較例２のゴム組成物は、シート成形ができず、所望する補助ゴム
シートを得ることができなかったため、空気入りタイヤを製造することはできなかった。
【００３１】
　また、熱可塑性樹脂フィルムは、ナイロン６／６６共重合体（東レ社製アラミンＣＭ６
００１）を４０重量部、イソブチレンパラメチルスチレン共重合体の臭素化物（エクソン
モービルケミカル社製ＭＤＸ９０－１０）を６０重量部、亜鉛華（正同化学工業社製酸化
亜鉛３種）を１重量部、ステアリン酸（日本油脂社製ビーズステアリン酸）を１重量部、
をブレンドした組成物を用いて成形した厚さ０．１ｍｍの帯状フィルムを使用した。
【００３２】
　得られた空気入りタイヤのスプライス部の低温時耐久性を以下の方法で評価した。
【００３３】
　　　低温時耐久性
　得られた空気入りタイヤを、リム（１５×６Ｊ）に装着し、ＪＡＴＭＡイヤーブックに
記載の正規空気圧を充填し、－３５℃の雰囲気下にて、３０日間の間欠走行を低温時耐久
性試験として行なった。間欠走行は、４０ｋｍ／ｈにて２０分間走行した後に４０分間停
止する走行サイクルの繰返しを３０日間継続した。この条件で走行試験を行なった後、タ
イヤ内側のインナーライナー層のスプライス部にクラックが発生したか否かを目視観察し
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、以下の基準により評価し、その結果を表１に示した。
　　◎：スプライス部にクラックが全く認められない。
　　×：スプライス部にクラックが発生した。
【００３４】
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【表１】

【００３５】
　なお、表１において使用した原材料の種類を下記に示す。
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ＢＲ：ブタジエンゴム、日本ゼオン社製Ｎｉｐｏｌ　１２２０
ＮＲ：天然ゴム、ＳＴＲ－２０
ＳＢＲ：スチレン－ブタジエンゴム、日本ゼオン社製Ｎｉｐｏｌ　１５０２
カーボンブラック：新日化カーボン社製ＨＴＣ＃Ｇ
亜鉛華：正同化学工業社製酸化亜鉛３種
ステアリン酸：日本油脂社製ビーズステアリン酸
粘着付与剤：日立化成社製ヒタノール１５０２
プロセスオイル：昭和シェル石油社製エキストラクト４号Ｓ
硫黄：鶴見化学工業社製金華印油入り微粉硫黄
加硫促進剤：三新化学社製サンセラーＣＭ
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の空気入りタイヤの実施形態の一例を示すタイヤ子午線方向の断面図であ
る。
【図２】図１のＸ－Ｘ矢視図の拡大図である。
【図３】本発明の空気入りタイヤの実施形態の他の例を示す図２に相当する拡大図である
。
【符号の説明】
【００３７】
　　６　　インナーライナー層
　　７　　熱可塑性樹脂フィルム
　　８　　タイゴム層
　　９　　保護ゴム層
　１０　　スプライス部
　１１　　補助ゴムシート
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【図２】

【図３】



(12) JP 5071204 B2 2012.11.14

10

フロントページの続き

    審査官  長谷井　雅昭

(56)参考文献  特開平０８－１３２５５３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１０３９０８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－１８３６０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－００９１２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２９６９１６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－０５９３４６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０４０２０７（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００８／０２９７７９（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２００８－０２４２１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０３－０１７１３８（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ６０Ｃ　　　１／００－１９／１２　　　　
              Ｂ２９Ｃ　　６７／２０－６７／２４
              Ｂ２９Ｄ　　３０／００－３０／７２


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

